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５）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
であり、詳細は特記仕様書による。
６）本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。
７）本工事は、申請書と併せて、歩掛見積の
提出を求め、作成・決定した歩掛を競争参
加資格有りと通知した企業に対して電子入
札システム等で公表する工事である。詳細
は入札説明書による。
８）本工事は、見積参考資料として一部の単
価を公表する試行工事である。
９）本工事は、技術資料作成に必要と思われ
る当該工事の関連データを希望者にイン
ターネットで提供、または、電子記録媒体
による提供を行う試行工事である。詳細は
入札説明書による。
10）本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を通常考える
工事実施地域外から広域的に確保せざるを
得ない場合に、「共通仮設費（率分）のうち
営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理
費」の一部の費用（以下「実績変更対象費」
という。）について、契約締結後、労働者確
保に要する方策に変更が生じ、土木工事標
準積算基準書の金額相当では適正な工事の
実施が困難になった場合は、実績変更対象
費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。
11）本工事は、国土交通省が提唱するi-Con‑
structionの取り組みにおいて、ＢＩＭ／
ＣＩＭ（Building／Construction Infor‑
mation Modeling, Management）を導入
することにより、ＩＣＴの全面的活用を推
進し、ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの活用による
建設生産・管理システム全体の課題解決お
よび業務効率化を図ることを目的とするＢ
ＩＭ／ＣＩＭ活用工事（受注者希望型）で
ある。

17）本工事は、「土木工事工事費積算要領及び
基準」等により各工種区分、施工地域補正
等を考慮した共通仮設費率（率分）及び現
場管理費率に、それぞれの補正係数を乗じ
る試行対象工事である。
なお、補正係数については以下のとおり
とする。
【共通仮設費率（率分）：11 現場管
理費率：11】

18）本工事は、工事工程表及び施工条件明示
の確認リストを開示する試行対象工事であ
る。
19）本工事は、工事の品質確保等に関する評
価項目に加え、施工の効率化やＩＣＴ活用
等による生産性向上に関する技術提案を設
定し、生産性向上の取組を評価する試行対
象工事である。
20）本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加点を行う工事であ
る。

 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムにより難い者は、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。

 本工事は、落札決定後に「予定価格（税抜
き）、予定価格（税抜き）の積算内訳、調査
基準価格、落札理由（総合評価落札方式）」、
契約締結後に「工事設計書」を公表する工事
である。工事設計書については、契約後に適
時、中国地方整備局のホームページにより公
表する。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 中国地方整備局における令和３・４年度
「プレストレスト・コンクリート工事」に係
る一般競争参加資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、中国地方
整備局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 平成19年４月１日以降に元請けとして完
成・引き渡しが完了した、次の同種工事の施
工実績を有すること。又は、平成19年４月１
日以降に元請として完成・引渡が完了した海
外施工実績のうち、海外インフラプロジェク
ト技術者認定・表彰制度において認定された
工事が次の同種工事の施工実績を有している
こと。

同種工事とは、下記の～の全ての要件
を満たす工事とする。
 道路橋（Ａ活荷重以上又はＴＬ－20以
上）または鉄道橋（モノレール及び新交
通は除く）であること。
 橋梁形式が床版橋、Ｉ桁橋、Ｔ桁橋を
除くＰＣ連続橋であること。ただし、Ｐ
Ｃ橋の張出し架設は施工実績としてよ
い。
 最大支間長が、45ｍ以上であること。
 架設工法が、固定支保工以外の架設工
法であること。
ただし、上記～は同一工事であるこ
と。
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上であること。ただし、乙型
ＪＶ（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績
については、出資比率に関わらず各構成員
が施工を行った分担工事の実績であるこ
と。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、全ての構成員が同
種工事の施工実績を有すること。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府
沖縄総合事務局開発建設部（開発建設部関
係事務所を含む）の発注した工事のうち入
札説明書に示すものに係る実績である場合
にあっては、工事成績評定通知書に記載さ
れている工事成績評定点（以下「評定点」
という。）が入札説明書に示す点数未満のも
のを除く。
また、当該実績の発注機関が一般財団法
人日本建設情報総合センターの「工事実績
情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」（以下「Ｃ
ＯＲＩＮＳ」という。）に登録を義務付けて
いる場合は、ＣＯＲＩＮＳに登録されてい
なければ、実績として認めない。
当該実績が海外実績かつＣＯＲＩＮＳ登
録が未了の場合、海外インフラプロジェク
ト技術者認定・表彰制度に基づき国土交通
省が発行した認定書の写し及び添付資料に
より確認できる場合は同種実績として認め
る。

12）本工事は、国土交通省が提唱するi-Con‑
structionに基づき、新技術活用の促進を
図るため、発注者が提示するテーマに即し
た複数の新技術のうち、施工者が１技術を
選択したうえで活用を図る新技術活用工事
である。
13）本工事は、公共工事担い手の中長期的な
育成・確保の促進を目的とした、週休２日
現場閉所の試行対象工事（発注者指定型）
である。
14）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組を推進する「生産性向上チャレンジ」の
試行対象工事である。
15）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行う試行工事である。
16）本工事は、「平成30年７月豪雨の被災地
（広島県）で適用する施工パッケージ型積
算方式標準単価表」を用いた積算方式の試
行対象工事である。
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